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１．2026年３月期第１四半期の連結業績（2025年４月１日～2025年６月30日）

（１）連結経営成績(累計) (％表示は、対前年同四半期増減率)

売上高 営業利益 税引前利益 四半期利益
親会社の所有者に

帰属する四半期利益

四半期包括利益

合計額

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

2026年３月期第１四半期 12,720 0.8 780 △34.9 612 △36.9 471 △30.0 471 △30.0 390 △72.7

2025年３月期第１四半期 12,623 8.8 1,199 88.6 970 304.9 672 335.8 672 335.8 1,429 130.5

基本的１株当たり
四半期利益

希薄化後１株当たり
四半期利益

円 銭 円 銭

2026年３月期第１四半期 20.43 －

2025年３月期第１四半期 29.17 －

（２）連結財政状態

資産合計 資本合計
親会社の所有者に
帰属する持分

親会社所有者
帰属持分比率

百万円 百万円 百万円 ％

2026年３月期第１四半期 71,363 29,216 29,216 40.9

2025年３月期 71,522 29,170 29,170 40.8

２．配当の状況

年間配当金

第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

2025年３月期 － 15.00 － 15.00 30.00

2026年３月期 －

2026年３月期(予想) 15.00 － 15.00 30.00
(注) 直近に公表されている配当予想からの修正の有無 ：無

３．2026年３月期の連結業績予想（2025年４月１日～2026年３月31日）

(％表示は、通期は対前期、四半期は対前年同四半期増減率)

売上高 営業利益 税引前利益 当期利益
親会社の所有者に帰

属する当期利益

基本的１株当たり

当期利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第２四半期(累計) 25,800 △1.9 1,300 △45.0 700 △62.3 500 △64.5 500 △64.5 21.68

通期 53,000 △0.1 2,800 △39.4 1,700 △42.5 1,300 △27.5 1,300 △27.5 56.38
(注) 直近に公表されている業績予想からの修正の有無 ：無



※ 注記事項

（１）当四半期連結累計期間における連結範囲の重要な変更 ： 無

（２）会計方針の変更・会計上の見積りの変更

① ＩＦＲＳにより要求される会計方針の変更 ： 無

② ①以外の会計方針の変更 ： 無

③ 会計上の見積りの変更 ： 無

（３）発行済株式数（普通株式）

① 期末発行済株式数(自己株式を含む) 2026年３月期１Ｑ 23,128,605株 2025年３月期 23,128,605株

② 期末自己株式数 2026年３月期１Ｑ 69,198株 2025年３月期 69,098株

③ 期中平均株式数(四半期累計) 2026年３月期１Ｑ 23,059,472株 2025年３月期１Ｑ 23,059,911株

※ 添付される四半期連結財務諸表に対する公認会計士又は

監査法人によるレビュー

： 無

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項
本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断する一定の前提に

基づいており、実際の業績はさまざまな要因により大きく異なる可能性があります。
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１．当四半期決算に関する定性的情報

（１）経営成績に関する説明

当第１四半期連結累計期間において、米国の新政権が発動した関税政策に対して、世界各国は対応に追われました。

米国の不透明な関税運用により、米国の2025年４～６月期GDP成長率への下押し圧力が懸念されていましたが、実際の影

響は限定的でした。ただし、今後は関税の影響が多様な形で世界経済に波及することが見込まれます。

このような状況下、当期においては米国の関税措置による当社業績への影響は軽微でした。用途別では、連結売上高

の約半分を占める車載向けの売上高は、円高の影響などにより前年同期比微減となりましたが、ADAS(先進運転支援シス

テム)の普及により自動車１台あたりに搭載される水晶デバイスの数は増えており、販売数量は前年同期比で増加しまし

た。また、ヘルスケア向けで水晶振動子の売上高が伸びたほか、防衛関連を中心に特機市場での売上高が増加しまし

た。AIサーバ向けも2024年度第４四半期(１～３月)から販売を開始しました。一方、移動体通信市場ではスマートフォ

ン向けの売上高が減少しました。

この結果、当第１四半期連結累計期間の売上高は前年同期比0.8％増加の12,720百万円となりました。利益につきまし

ては、将来の成長に向けた先行投資のためにコストが増えたことから、営業利益は前年同期比34.9％減少し780百万円と

なりました。税引前当期利益は同36.9％減の612百万円、当期利益は同30.0％減の471百万円となりました。なお、同連

結累計期間の対米ドル平均為替レートは145.33円(前年同期156.53円)でした。

（２）財政状態に関する説明

前連結会計年度末に比べ、総資産は、現金及び現金同等物の増加1,489百万円、棚卸資産の増加541百万円、無形固定

資産の増加268百万円、営業債権の減少215百万円、有形固定資産の減少382百万円、流動資産のその他に含まれる未収消

費税等の減少1,862百万円等により、158百万円減少して71,363百万円となりました。負債は、流動負債のその他に含ま

れる預り金の増加300百万円、営業債務その他の未払勘定の減少597百万円等により、204百万円減少して42,147百万円と

なりました。親会社の所有者に帰属する持分は、四半期包括利益390百万円、剰余金の配当346百万円等により、45百万

円増加して29,216百万円となりました。

これらの結果、当第１四半期連結会計期間末の親会社所有者帰属持分比率は、前連結会計年度末の40.8％から0.1ポイ

ント増加して40.9％となりました。

（３）連結業績予想などの将来予測情報に関する説明

第１四半期連結累計期間の受注金額は、移動体通信及び産業機器向けを中心に増加しており、2025年５月13日に公表

した連結業績予想は変更していません。また、米国の関税政策が車載向け製品の需要に影響を与える可能性があるため、

連結業績予想にはその影響をある程度織り込んでおります。しかし、予想以上に需要が変動する可能性があるため、注

意が必要です。なお、業績予想につきましては、現時点で入手できる情報と、合理的と判断した前提条件に基づいて作

成しています。そのため、実際の業績はさまざまな要因によって大きく変わる可能性があります。
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２．サマリー情報(注記事項)に関する事項

（１）当四半期連結累計期間における連結範囲の重要な変更

該当事項はありません。

（２）会計方針の変更・会計上の見積りの変更の概要

該当事項はありません。
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３．要約四半期連結財務諸表及び主な注記

（１）要約四半期連結財政状態計算書

(単位：百万円)

前連結会計年度
(2025年３月31日)

当第１四半期
連結会計期間末
(2025年６月30日)

資産の部

流動資産

現金及び現金同等物 15,881 17,370

営業債権 12,705 12,489

棚卸資産 10,480 11,022

未収法人所得税等 31 81

その他 4,383 2,526

流動資産合計 43,482 43,490

非流動資産

有形固定資産 19,716 19,333

無形資産 2,280 2,548

持分法で会計処理されている投資 2,096 2,008

その他の金融資産 1,462 1,486

繰延税金資産 1,223 1,254

その他 1,261 1,241

非流動資産合計 28,039 27,873

資産合計 71,522 71,363

負債の部

流動負債

借入金 803 1,938

リース負債 768 763

営業債務その他の未払勘定 9,469 8,871

未払法人所得税等 345 345

その他 768 1,060

流動負債合計 12,155 12,979

非流動負債

借入金 25,808 24,640

リース負債 2,171 2,200

繰延税金負債 18 16

従業員給付 1,682 1,691

引当金 484 480

政府補助金繰延収益 8 17

その他 22 122

非流動負債合計 30,196 29,167

負債合計 42,351 42,147

資本の部

親会社の所有者に帰属する持分

資本金 5,596 5,596

資本剰余金 3,290 3,293

その他の資本の構成要素 1,741 1,660

利益剰余金 18,541 18,666

親会社の所有者に帰属する持分合計 29,170 29,216

資本合計 29,170 29,216

負債及び資本合計 71,522 71,363
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（２）要約四半期連結包括利益計算書

第１四半期連結累計期間

(単位：百万円)

前第１四半期連結累計期間
(自 2024年４月１日
至 2024年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 2025年４月１日
至 2025年６月30日)

売上高 12,623 12,720

売上原価 8,665 9,103

売上総利益 3,958 3,616

販売費及び一般管理費 2,318 2,265

研究開発費 448 627

その他の営業収益 44 67

その他の営業費用 36 10

営業利益 1,199 780

金融収益 28 51

金融費用 228 132

持分法による投資損益 △29 △87

税引前四半期利益 970 612

法人所得税費用 297 141

四半期利益 672 471

その他の包括利益

純損益に振り替えられることのない項目

確定給付制度の再測定 108 -

その他の包括利益を通じて公正価値で測定する
金融資産

△16 18

振替のない項目に係る法人所得税 1 △5

小計 93 13

純損益にその後に振り替えられる可能性のある項目

在外営業活動体の換算差額 660 △93

持分法によるその他の包括利益に対する持分相
当額

3 △0

小計 663 △94

税引後その他の包括利益 757 △80

四半期包括利益 1,429 390

四半期利益の帰属

親会社の所有者に帰属する四半期利益 672 471

四半期包括利益の帰属

親会社の所有者に帰属する四半期包括利益 1,429 390

(単位：円)

１株当たり四半期利益

基本的１株当たり四半期利益 29.17 20.43
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（３）要約四半期連結持分変動計算書

前第１四半期連結累計期間 (自 2024年４月１日 至 2024年６月30日)

(単位：百万円)

資本金
資本剰余金

株式払込剰余金 自己株式 資本剰余金合計

2024年４月１日時点の残高 5,596 3,386 △91 3,294

四半期包括利益

四半期利益 -

その他の包括利益

確定給付制度の再測定 -

その他の包括利益を通じて公正価
値で測定する金融資産の純変動

-

在外営業活動体の換算差額 -

持分法によるその他の包括利益に
対する持分相当額

-

四半期包括利益合計 - - - -

所有者との取引額等

剰余金の配当 -

株式報酬取引 4 4

自己株式の取得 △0 △0

所有者との取引額等合計 - 4 △0 4

2024年６月30日時点の残高 5,596 3,390 △91 3,298

その他の資本の構成要素

利益剰余金

親会社の
所有者に
帰属する
持分合計

資本合計

その他の包
括利益を通
じて公正価
値で測定す
る金融資産

在外営業
活動体の
換算差額

持分法による

その他の包括

利益に対する

持分相当額

その他の
資本の構成
要素合計

2024年４月１日時点の残高 337 1,331 15 1,683 16,799 27,373 27,373

四半期包括利益

四半期利益 - 672 672 672

その他の包括利益

確定給付制度の再測定 - 108 108 108

その他の包括利益を通じて公正価
値で測定する金融資産の純変動

△14 △14 △14 △14

在外営業活動体の換算差額 660 660 660 660

持分法によるその他の包括利益に
対する持分相当額

3 3 3 3

四半期包括利益合計 △14 660 3 648 780 1,429 1,429

所有者との取引額等

剰余金の配当 - △345 △345 △345

株式報酬取引 - 4 4

自己株式の取得 - △0 △0

所有者との取引額等合計 - - - - △345 △341 △341

2024年６月30日時点の残高 322 1,991 18 2,332 17,234 28,461 28,461
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当第１四半期連結累計期間 (自 2025年４月１日 至 2025年６月30日)

(単位：百万円)

資本金
資本剰余金

株式払込剰余金 自己株式 資本剰余金合計

2025年４月１日時点の残高 5,596 3,383 △92 3,290

四半期包括利益

四半期利益 -

その他の包括利益

その他の包括利益を通じて公正価
値で測定する金融資産の純変動

-

在外営業活動体の換算差額 -

持分法によるその他の包括利益に
対する持分相当額

-

四半期包括利益合計 - - - -

所有者との取引額等

剰余金の配当 -

株式報酬取引 2 2

自己株式の取得 △0 △0

所有者との取引額等合計 - 2 △0 2

2025年６月30日時点の残高 5,596 3,385 △92 3,293

その他の資本の構成要素

利益剰余金

親会社の
所有者に
帰属する
持分合計

資本合計

その他の包
括利益を通
じて公正価
値で測定す
る金融資産

在外営業
活動体の
換算差額

持分法による

その他の包括

利益に対する

持分相当額

その他の
資本の構成
要素合計

2025年４月１日時点の残高 393 1,333 14 1,741 18,541 29,170 29,170

四半期包括利益

四半期利益 - 471 471 471

その他の包括利益

その他の包括利益を通じて公正価
値で測定する金融資産の純変動

13 13 13 13

在外営業活動体の換算差額 △93 △93 △93 △93

持分法によるその他の包括利益に
対する持分相当額

△0 △0 △0 △0

四半期包括利益合計 13 △93 △0 △80 471 390 390

所有者との取引額等

剰余金の配当 - △346 △346 △346

株式報酬取引 - 2 2

自己株式の取得 - △0 △0

所有者との取引額等合計 - - - - △346 △344 △344

2025年６月30日時点の残高 406 1,240 13 1,660 18,666 29,216 29,216
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（４）要約四半期連結キャッシュ・フロー計算書

(単位：百万円)

前第１四半期連結累計期間
(自 2024年４月１日
至 2024年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 2025年４月１日
至 2025年６月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税引前四半期利益 970 612

減価償却費及び償却額 855 871

持分法による投資損益（△は益） 29 87

営業債権の増減額（△は増加） 496 192

棚卸資産の増減額（△は増加） △307 △544

未収消費税等の増減額（△は増加） 1,453 1,858

営業債務の増減額（△は減少） 22 148

未払費用の増減額（△は減少） 273 175

未払賞与の増減額（△は減少） △123 △482

受取利息及び受取配当金 △27 △21

支払利息 137 130

利息及び配当金の受取額 27 21

利息の支払額 △138 △114

法人所得税等の支払額又は還付額（△は支払） △270 △275

デリバティブ資産の増減額（△は増加） - 58

デリバティブ負債の増減額（△は減少） 108 31

その他 11 344

営業活動によるキャッシュ・フロー 3,520 3,093

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △453 △837

無形資産の取得による支出 △271 △202

有形固定資産の売却による収入 1 -

その他 △4 △0

投資活動によるキャッシュ・フロー △729 △1,040

財務活動によるキャッシュ・フロー

長期借入金の返済による支出 △326 △10

短期借入金の純増減額（△は減少） △1,722 -

リース負債の返済による支出 △184 △219

配当金の支払額 △298 △298

自己株式の取得による支出 △0 △0

財務活動によるキャッシュ・フロー △2,531 △528

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 258 1,524

現金及び現金同等物の期首残高 12,303 15,881

為替変動による影響 259 △35

現金及び現金同等物の四半期末残高 12,821 17,370
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（５）要約四半期連結財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

該当事項はありません。

（セグメント情報）

(1) 一般情報

当社グループの事業内容は、水晶振動子、水晶発振器、その他の水晶デバイス、応用機器、人工水晶及び水晶

片等の水晶関連製品の一貫製造とその販売であり、区分すべき事業セグメントが存在しないため、報告セグメン

トは単一となっております。

(2) 製品及びサービスに関する情報

品目別の売上高は以下のとおりであります。

(単位：百万円)

品目

前第１四半期連結累計期間
(自 2024年４月１日
至 2024年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 2025年４月１日
至 2025年６月30日)

増減

金額 構成比(％) 金額 構成比(％) 金額 増減比(％)

水晶振動子 9,587 75.9 9,431 74.1 △156 △1.6

水晶発振器 2,132 16.9 1,905 15.0 △226 △10.6

その他 904 7.2 1,383 10.9 479 53.0

合計 12,623 100.0 12,720 100.0 96 0.8


